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はじめに

　本シンポジウムも今回で５回目を迎えました。本年度は平成25年からスタートした
COC事業が補助期間の最終年度にあたり節目の年となります。
　今回は、「地方が描く日本の未来」を主題に据えさせて頂きました。ご存じのとおり、
現在、全国の大学等は自治体や産業界と連携して地方創生に向けた様々な取組を進めて
います。この活動を通じて描く日本の未来の姿や地方のあり方を共に考える機会として
本シンポジウムを企画致しました。大学は長期的視野に立った自由な発想に基づく教育
研究活動を行う機関であり、この節目の年に改めて、原点に立ち返り、地方創生に向け
た長期的、かつ広範囲な視野に基づく取組などについて議論いたしました。　
　1日目（平成30年3月2日）は、尾﨑正直 高知県知事（代読）の開催地挨拶をはじめ、文部
科学省 平野博紀 大学振興課大学改革推進室長からご挨拶いただくと共に、ライフネット
生命の創業者で、本年1月から立命館アジア太平洋大学の学長に就任されました出口治明
氏から「日本の未来を考えよう」と題した基調講演をいただきました。
　その後、「地域連携の長期的継続に向けて」と題したパネルディスカッションを実施し
ました。高知大学副学長の受田をファシリテーターに、パネリストとして岩手県地域振
興室定住・交流促進専門員 清水健司氏、大阪経済大学経済学部教授 梅村仁氏、株式会社
三菱総合研究所主席研究員 松田智生氏をお招き致しました。さらにコメンテーターとし
て出口氏にも加わっていただき、これからの地域連携のあり方が活発に議論されました。
当初は明治大学教授の小田切徳美先生にもご登壇いただく予定でしたが、体調不良のた
め急遽欠席されましたことは非常に残念でした。その一方で、３名のパネリストの熱意
あふれる発言を十分に拝聴することができ、会場は大いに盛り上がりました。
　パネルディスカッション終了後は、12機関によるポスターセッションも開催され、多
くの関係者が展示内容について熱心に議論する光景が見られました。
　2日目（平成30年3月3日）は、三つの分科会を開催致しました。第１分科会は「組織的地
域連携について」、第２分科会は「学生の地元定着について」、第３分科会は「地域におけ
る雇用の創出について」という主題で延べ238名が参加し熱い議論が交わされました。
　2日間を通して、約370名の参加者があり、全国各地で実践されている優れた取組が共
有されると共に、ともすれば現場での限られた視点に留まりがちな大学の地方創生活動
に関して、大きな視野でビジョンを描いていく必要性を再認識する貴重な場となり、大
変有意義なシンポジムとなったものと存じます。

　今後、COC及びCOC+事業に取り組む大学等や関係機関の参考となりますよう、本シ
ンポジウムの報告書を取りまとめましたので、ご高覧いただけましたら幸甚です。
　
　　　　平成30年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　COC／COC+事業推進責任者
　　　　　　　　　　　　　　　　高知大学理事（総務・国際・地域担当）　櫻井 克年
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■ 第１部

13：00 　開会 挨拶
高知大学学長　脇口 宏 

13：05　開催地挨拶
高知県知事　尾㟢 正直　

（代理）産業振興推進部副部長　澤田 博睦

13：10　文部科学省挨拶
文部科学省高等教育局大学振興課
大学改革推進室長　平野 博紀

13：30　基調講演　　
「日本の未来を考えよう」　
立命館アジア太平洋大学（APU）学長

（ライフネット生命保険株式会社創業者）　出口 治明

14：45　パネルディスカッション　　
「地域連携の長期的継続に向けて」
ファシリテーター
　高知大学副学長・地域連携推進センター長　受田 浩之
パネリスト
　岩手県地域振興室定住・交流促進専門員　清水 健司
　大阪経済大学経済学部教授　梅村 仁
　株式会社三菱総合研究所主席研究員　松田 智生
　明治大学農学部教授　小田切 徳美（欠席）

コメンテーター
　立命館アジア太平洋大学（APU）学長
　（ライフネット生命保険株式会社創業者）　出口 治明
 

16：45　閉会挨拶
高知大学理事（教育・附属学校園担当）藤田 尚文

17：00　ポスターセッション

18：20　情報交換会
（会場　ザ クラウンパレス新阪急高知「花の間」）

■ 第２部

９：00　開会　

９：00　分科会　
分科会①「組織的地域連携について」
座長：高知大学地域連携推進センター
副センター長　石塚 悟史

分科会②「学生の地元定着について」
座長：高知大学地域連携推進センター
特任准教授　川竹 大輔

分科会③「地域における雇用の創出について」
座長：高知大学地域連携推進センター准教授　吉用 武史

11：20　分科会報告

11：35　閉会挨拶
高知大学理事（総務・国際・地域担当）　櫻井 克年　

開催概要

■ 開催日時・場所

第１部　
　日　程：平成 30 年 3 月 2 日（金）13:00 〜 17:30
　場　所：高知県立県民文化ホール・グリーン（高知市本町 4 丁目 3-30）

第２部
　日　程：平成 30 年 3 月 3 日（土）9：00 〜 11：40 
　場　所：高知商工会館　光の間、寿の間、松の間、竹の間、梅の間  （高知市本町 1 丁目 6-24）

　プログラム





COC／COC+
全国シンポジウム

第１部
2018年３月２日（金）
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開会挨拶

　本日は、平成 29 年度 COC/COC ＋全国シンポジウムに全国から多数の皆さまがお集まりいた
だき、心から御礼申し上げます。実に 360 名の方々が揃っております。
　本シンポジウムも 5 回目となりまして、今回のテーマは「地方が描く日本の未来」です。基調
講演には立命館アジア太平洋大学の学長であられる出口治明先生に「日本の未来を考えよう」と
いうテーマでご講演いただき、パネルディスカッションでは各界を代表する先生方に「地域連携
の長期的継続」について議論をしていただきたいと思います。
　私は地方創生とは日本創生そのものである、地方が復活しなければ日本の復活はありえない、
と考えております。この地方創生に大学がかかわるやり方は、知の展開以外にはありません。大
学というところは、 地と新たな知を創生し人材を育成する、要するに教育と研究の府です。この
二つをもって発展すること自体が、地域への、この国への貢献であり、地方創生の出発点である
と考えています。
　しかし、残念ながら、最近の我が国の流れは大変危険な状況にあるように見えてなりません。
それは、地方大学には研究はいらない、人さえ育てていればいい、地方国立大学の文系に専門職
業学部を作れというなどの流れです。私たち国立大学がもし仮に専門職業学部を作ったとしても、
卒業した社会人は数年内に AI、ロボットにその職を奪われかねません。私たちは AI にはできな
い、ロボットにはできない能力を身に付けた人材、なぜ地方がこれほどに衰退したのかというこ
とを冷静に考え、科学的な検討を加えて、それを改善する人材を社会に出していくことが使命な
のです。当然そこには人と人とのつながりがありますので、共感、コミュニケーションが重要に
なってくるわけです。すべての大学でそのような教育をしていると思いますが、私どもも地域協
働学部を作り、全学部で教育を進めているところであります。
　また、日本創生のためには出生率の向上が必要条件です。残念ながら東京には人口を再生する
能力はありません。地方が、比較的緩やかな時間の流れで、特に、一次産業が復活すれば、その
中で若者が子を産み育て、同時に地域における教育が必要になってきます。現状では、すべての
教育の中心的なエネルギーや能力は東京に、高知県で言えば高知市に集まり、中山間部の教育力
の低下は惨憺たるものです。これをいかにして回復させるか、これも大学の責務であると考えて
います。それを20－30年かけて計画的にやっていくことがこの国の創生につながる可能性があり、
制約のある中で何をするべきなのかをさぐり、実現するのが大学の知恵ではないでしょうか。大
学の知恵を絞りに絞って社会に提供し、産官学民金言一体となって、地方の、この国の創生に努
力すれば、きっと日本の創生はなると信じております。
　第５回の本日のシンポジウムが第５歩目のステップとなり、ここにいる先生方が成果をお持ち
帰りになり、それぞれの COC/COC ＋を拠点として活かしていただけることを祈念いたします。

高知大学学長

脇口　宏 氏
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開催地挨拶

　本日は、本来であれば知事がご挨拶すべきとこ
ろでございますが、県議会開会中であるため欠席
させていただいております。知事から挨拶を預かっ
ておりますので、代読させていただきます。

　本日、全国の高等教育機関の皆様をはじめ、文
部科学省並びに自治体の皆様、そして県内外から
多くの皆様のご参画をいただき、このシンポジウ
ムが盛大に開催されますことをお喜び申し上げま
すとともに、皆様のご来高を心から歓迎いたしま
す。
　さて、高知県は、平成２年より、全国に 15 年先
行して人口が自然減に陥っており、この人口減少
による経済の縮みが、若者の県外流出を招き、特
に中山間地域において衰退や少子化が進むことで
人口減少にさらに拍車がかかるという、負の連鎖
をたどってきました。
　こうした状況を克服するため、本県では、「高
知県産業振興計画」や「高知県まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を策定し、官民協働による取組
を進めており、多くの皆様による様々な努力が積
み重ねられてきた結果、今や、本県経済は人口減
少下においても拡大する経済へと構造を転じつつ
あります。一人当たりの県民所得は、産業振興計
画に取り組む前の平成 20 年度と直近の平成 26 年
度を比較しますと、国の 3.4％増を大きく上回る
11.0％増となるなど、手応えをより力強く感じら
れるものも出てまいったところでございます。
　しかしながら、生産年齢人口は減少を続けてお
り、加えて完全雇用状態に達したことを背景とし
た「人手不足」が大きな課題となってきていると

高知県知事 

尾㟢　正直 氏

代理：産業振興推進部副部長

澤田　博睦 氏

ころでもあります。
　本県のみならず、今後地方が経済を持続的に発
展させていくためには、中核的な人材の確保のみ
ならず、この「人手不足」という課題を克服して
いくことが不可欠であり、本県では、移住促進策
と連動した各産業分野での担い手の確保、新規学
卒者などの県内就職の促進や、各事業体における
省力化や効率化による生産性の向上支援など、そ
れぞれの施策を強化し、取り組んでおります。
　こうした対策を進めていく上では、産学官民の
力を結集し、総力を挙げて取り組んでいくことが
何より重要となります。特に、その核となります
地方大学の振興を通じた地域の産業振興と連動し
た人材の育成に、大いに期待するところです。
　この点、本県は、「ＣＯＣプラス事業」により、
高等教育機関、産業団体、行政が一体となって大
学生等の県内就職率を高める取り組みを進めてお
りますし、本日のパネルディスカッションのテー
マでもあります「地域連携」という点では、地域
協働学部をもつ高知大学におけます UBC の活動
などの産学官民が連携した取り組みが進んでおり
ます。こうした連携をさまざまな場面で進めてい
くことにより、人口減少を克服し地方創生を成し
遂げていくことができるものと考えております。
　全国に先駆けて人口減、高齢化が進む高知県は、
将来の日本の姿を映す鏡でもあると思います。
　そうした意味からも、「地方が描く日本の未来」
をテーマとした本日のシンポジウムが、この高知
県において開催され、産学官民の関係者が、共に
考える機会となり、また、全国の皆様から新たな
お知恵を賜ることができますことは、大変、意義
深いことであります。
　主催の高知大学の関係者の方々をはじめ、多く
の方のご尽力に心から敬意を表します。
　現在、本県では歴史をテーマとした「志国高知
　幕末維新博」を展開しています。昨年、高知城
前にオープンしました高知城歴史博物館をメイン
会場として県内各地の会場で幕末の歴史をご堪能
いただけます。地域地域における「歴史」と「自
然」、あわせて自慢の「食」の資源を結び、高知の
魅力を満喫できるものとなっておりますので、是
非この機会にご堪能いただければ幸いです。
　最後になりますが、このシンポジウムが、人口
減少に苦しむ自治体の皆様の課題解決のための糸
口となり、また、新たな取り組みの一歩となりま
すことを期待しまして、私からの挨拶とさせてい
ただきます。
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文部科学省挨拶

　本日はここに平成 29 年度の COC、COC ＋の

全国シンポジウム、「地方が描く日本の未来」が

盛大に開催されますことを心よりお喜び申し上

げます。

　特に高知大学におかれましては、平成 25 年度

には COC 事業、平成 27 年度には 3 つの大学、

高等専門学校と連携したうえで COC ＋事業に

採択され、高知における地域の知の拠点として、

まさに地域が求める人材の養成に取り組んでこ

られました。高知大学の COC 事業では、地域

協働学部という「地域」と名前を冠した学部を

新設して教育研究組織を大きく見直されました。

この地域協働は学部だけの取り組みではなく、

全学必修の初年次科目を含め、様々な教養・専

門教育に地域志向の科目を開設されたほか、県

内 4 か所へユニバーシティブロックコーディネー

ターの配置を進めるなど、エネルギーを使って

積極的に取り組んでいらっしゃいます。

　このような高知大学の取り組みは大変高く評

価され、昨年度行われた 28 年度評価においては

Ｓ評価となり、また、COC ＋事業についても有

識者から非常に高い評価をいただきました。地

域を知る、会う、体験する、協働するという観

点から地方創生推進科目を体系化し、1 年次から

文部科学省高等教育局大学振興課
大学改革推進室長

平野　博紀 氏

学年進行に応じて地域について学ぶカリキュラ

ムを作られたことは非常に先進的な事例と言え

ます。また、一定の科目を取得した学生を「地

方創生推進士」として認証し、計画よりも１年

早く 2 名の方が誕生したと伺っています。

　この COC ＋事業では平成 31 年度までに地域

における就職率の 10％向上を目標としています

が、教育改革や若者の地元定着という観点から

非常に大きな効果を挙げていることが確認でき

ています。あと２年間、目標に向かって何がで

きるかということをぜひ中間評価のコメントを

反映しながら取り組んでいただきたいと思いま

す。また、新しい交付金（内閣府・地方創生推

進交付金）という話も出てきていますが、COC

＋事業はそれに先立つ取り組みであり、これか

らの地方大学、大学改革を牽引する事業という

位置付けですので、文部科学省としてもしっか

り支援させていただきたいと思います。

　本日のシンポジウムでは、地域の大学が今後

どういうことが求められていくのか、また我が

国の地方創生のあり方、知（地）の拠点として

の大学、高等教育機関のあり方について、有意

義なご提案をいただけるものと思っています。

私としましても、これからの施策を立案するう

えでの参考にさせていただきたいと思います。

　最後に、今後 COC や COC ＋大学を中心とい

たしまして、我が国における地方創生がさらに

飛躍的に発展することを祈念して私からの挨拶

とさせていただきたいと思います。御清聴あり

がとうございました。
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立命館アジア太平洋大学（APU）学長
（ライフネット生命保険株式会社創業者）

出口 治明 氏

日本の未来を考えよう

　みなさんこんにちは、ご紹介をいただいた出口と
申します。今日は「日本の未来を考えよう」というタ
イトルをいただきましたので、日本全体の問題をき
ちんと考えてみようと思います。

タテ・ヨコ・算数で物事を見る
　人間は見たいものしか見ない動物だと言われて
います。人の評価についても、「あの人はいい」とか

「あの人は悪い」とか、同じ人であっても評価が異な
ります。これはなぜかというと、我々みんなが色眼
鏡で物事を見ているからです。色眼鏡というのは正
確にいえば、その人の価値観や人生観だと思いま
す。人間はみな色眼鏡をかけているのだから、物事
をちゃんと見るためには方法論が必要です。
　僕はいつも「タテ・ヨコ・算数」と言っていますが、
昔の人はどうだったか、世界の人はどうやっている
のか、それをデータで見て初めて、物事がわかると
思っています。世の中には、「昔はインターネット
も飛行機もなかった。そんな昔の時代の人の話が役
に立つのか」という人もいますが、世界中の脳科学
者は、人間の脳みそはこの１万年進化していないと
明言しています。そうであれば、経営判断や喜怒哀
楽は一緒ですから、昔の人の意見もすごく参考にな
ります。
　タテ・ヨコの例をあげますと、僕は中学校で、源
頼朝は平政子（北条政子）と結婚して鎌倉幕府を開
いたと習いました。これを素直に考えれば、日本
は夫婦別姓の国です。では世界はどうでしょう。
OECDと呼ばれる 35の先進国の中で、法律婚の条
件で同姓を強制している国はどこにもありません。

こういうタテ・ヨコのファクトがわかれば、夫婦別
姓の話について、日本の伝統と違うとか家族が壊
れるとか言っているおじさんやおばさんは、イデ
オロギーや思い込みでそう言っているのであって、
タテ・ヨコにファクトを見ていないことがわかりま
す。
　象のグラフは、この20年間で世界の220の国や地
域でどれだけ給与が増えたかを示しています。これ
を見ると、真ん中が膨らんでいます。どんな社会で
も、中間層が増えれば社会は安定します。世界銀行・
IMFは、今年と来年の経済見通しを最近上方修正し

ました。今年も来年も3.9％成長で、世界の経済は
かなり好調なのですが、それはこのファクトと符合
します。でも先進国アメリカを見ると、経営者は工
場がどこへ行っても儲かるのに対し、労働者は工場
がメキシコに行ったら仕事がなくなる、この20年間
で一番給与が増えていません。そこでこれらの人々
が怒って、この仕組みを壊すためにトランプ大統領

1948年、三重県美杉村（現・津市）生まれ。京都大学法学部（専攻：憲法）卒業。
日本生命保険相互会社、東京大学総長室アドバイザー、ライフネット生命保
険株式会社社長・会長などを経て、2018年1月から現職。高知大学客員教授。

基調講演
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を選んだと、このグラフを作ったブランコという世
界的に有名なエコノミストは考えたわけです。つま
り、トランプ大統領も数字に表わすことができるの
です。物事をきちんと見るには、タテ・ヨコ・算数
で見るのが一番大事なのです。

みんなでみんなを支える
　日本の少子高齢化は本当に大問題です。若い人に
聞くと、「未来は暗い」と言う人が多い。昔は若者
10人で高齢者１人を支えていたのが、騎馬戦が壊れ
て肩車に向かっている。肩車して働くのはしんど
い。でもこれは、若者が高齢者の面倒を見るのは当
たり前だという、young supporting oldの考え方で
す。ところでみなさんの中で、若者が高齢者の面倒
を見ている動物を知っている人はいらっしゃいま
すか？　人間も動物です。そんな動物がいないとい
うことは、この考え方は普遍的な正しい考え方では
ないということです。現に、少子高齢化が先に進ん
だヨーロッパではこの考えはとっくに消えて、all 
supporting allになっています。
　年齢フリーで、みんなで社会を支えて、シングル
マザーや困っている人に給付を集中すればいい。若
者が高齢者の面倒を見るのであれば、働いている若
者から所得税をとり、住民票で年齢をチェックして
敬老パスを配れば足ります。でも、みんながみんな
を支えるには消費税に頼るしかない。本当に困って
いる人に給付を集中するには、マイナンバーを整備
するしかない。少子高齢化とは、所得税と住民票で
社会がまわっていたレベルから、消費税とマイナン
バーがインフラにならなければ社会がまわらない
パラダイムシフトのことです。これは目新しい考え
ではなく、少子高齢化が先に進んだヨーロッパで20
年前に既に確立した考え方です。
　僕はたまたまロンドンで３年間を過ごしたので、

「出口さんの話はヨーロッパの例が多い。なぜアメ
リカの話をもっとしないのか」とよく言われます
が、物事を比較するには、apple to apple、似たも
の同士を比べないと意味がありません。アメリカは
歴史的に見て大変特殊な国です。僕は歴史オタクで
すが、ヨーロッパの覇権国家は、ポルトガル、スペ
イン、ネーデルラント、イングランド、アメリカと
変わっていきます。その歴史の中で、全ての覇権国
は人口が減少しています。アメリカだけが未だに人
口が増え続けて、近い将来は５億になろうとしてい
る。石油の産出量も世界一ですから、日本と比べて
も、apple to apple にはならない。面積や人口もよ

く似ていて、少子高齢化が進んでいるヨーロッパと
比べる方が、はるかに妥当性があります。そのよう
に考えれば、消費税とマイナンバーがインフラにな
る社会というのは、これからのわが国の基軸だと思
います。

健康寿命を延ばすために働く
　日本では、消費税といえば弱い者いじめだという
短絡的な発想がありますが、これが嘘であることは
すぐにわかります。世界に３つある先進地域、アメ
リカ、ヨーロッパ、日本、この中で弱者にやさしい
バリアフリーの世界を実現しているのは、ヨーロッ
パです。そのヨーロッパが消費税をベースに社会を
構築しているというファクトを見れば、消費税は弱
い者いじめだという意見はおかしいことがすぐに
わかります。
　「そうは言っても、日本は高齢化が世界で一番進
んでいる。あと５年で団塊世代が後期高齢者にな
ると、介護は目もあてられない」と言う人がいます。
その通りです。これからどんどん高齢化が進むわけ
ですから、介護を減らさないといけない。介護とは、
平均寿命マイナス健康寿命です。健康寿命とは、生
活基本動作、ADL（Activities of Daily Living）が自
分で行えることです。つまり、健康寿命を延ばさな
い限り、介護の問題は解決できません。
　どうやったら伸びるか、この数年間で50人くらい
の医者に聞いて歩きましたが、全員の答えは一つで
した。働くことです。僕は古希を迎えました。休み
の日に何をしているかといえば、僕はロングスリー
パーなので、11時くらいに起きてきて、家族中の冷
たい視線を一身に浴びながらご飯を食べた後は、パ
ジャマも着替えず、好きな本を夜まで読んでいま
す。こんな生活を続けていて健康でいられるはずが
ありません。日本の大学では珍しい公募で学長に選
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ばれたおかげで、別府に行って６時に目覚ましで起
きて、新聞を読み、ご飯を食べて、８時に大学に行
くので健康でいられると思うのです。
　働くことが健康寿命を延伸するのであれば、国の
やるべき政策はまず定年の廃止です。定年の廃止
は、一石五鳥の政策だと思います。第１に、健康
になり介護が減ります。第２に、医療と年金財政
は、貰う方から払う方へ変わるので好転します。第
３に、年功序列の考え方が消えます。僕は、松坂大
輔はすごく偉いと思います。新聞によると、1500万
円の年俸で中日に入ったとありました。ピーク時に
何十億も稼いでいた名ピッチャーが現在の能力、体
力、実績や意欲に応じた給与でチャレンジし続ける
姿はすばらしいと思います。みんなが自分に応じた
働き方をして給与をもらうのは、すばらしい社会で
す。第４に、中高年のモラルが上がります。政府は
人生100年と言っています。人生100年なのに、なぜ
50歳や60歳でそろそろ終わりかななどと考えるの
でしょう？　それは、60歳前後に定年があると無意
識に意識しているからです。定年をなくせば、人生
100年だ、まだ30年頑張ろう、という意欲が持てる
はずです。最後に、この国は労働力不足に直面して
います。僕は団塊世代の真ん中ですが、まだ200万
人います。順番に消えていくのに対し、新社会人は
100万人ちょっとなので、定年の廃止は社会の実態
にあっています。定年をやめることが、この国がな
すべき第一の政策ではないか。衆議院も参議院も、
今は与党が絶対多数を持っているわけですから、定
年をやめるという一条の法律をつくれば、日本はめ
ちゃよくなると思います。

シラク３原則で少子化を解決する
　少子化は、この国が栄えるかどうかの一番大切な
喫緊の課題だと思います。人間の歴史を見ると中長
期的に人口が減って栄えた国や地域は一つもみた
ことがありません。政府の定めた、人口１億はキー
プしたいという考えは正しいと思います。日本を除
いたG７やほとんどの先進国では出生率がV字回復
を遂げつつあります。先進国では、仕事か子どもか
という２択ではなく、仕事も子どももが当たり前で
す。
　フランスでは、シラク３原則と呼ばれている政策
で出生率が0.4ポイントほど回復し、一時2.0の大台
に戻りました。第１原則はすごくシンプルで、「ど
んな時に赤ちゃんを頑張って育てますか？」とフラ
ンスの女性に聞いたのです。答えは、「本当に産み

たいと思った時に産めたら頑張れる」。これを政策
に落とせば、女性が産みたい時期と、その女性の経
済力が一致するはずはないので、その差は政府や自
治体が給付する。これで終わりです。
　第２原則は、無職の女性が赤ちゃんを産んだら、
その後は働かないといけないので待機児童ゼロに
する。フランス人は、日本ほど待機児童ゼロにしや
すい国はないといいます。少子化で小学校、中学校
を統廃合しているが、統廃合をやめて保育園にチェ
ンジしたら終わりだ、と。文科省と厚労省と所管が
違うというと、もし所管の問題で待機児童問題が解
決できないのなら、一強の政権が文科厚労省にすれ
ば済むではないか、と。フランス人に言わせれば、
待機児童問題というのは、政権を担っている政治家
に希望者全員義務保育にする覚悟がないだけだ、で
終わります。
　育児は大変です。子どもは言うことを聞きませ
ん。むしろ職場で部下を使う方が簡単だと思いま
す。英語でいえば、with gun です。人事権と予算
権を持っているので、言うことを聞かせられる。赤
ちゃんに対しては、with gun、with smile でもだめ
です。去年、NHK総合テレビで『子育ては仕事の役
に立つ』（光文社新書）という本を推薦しました。す
ごくいい本で、子どもを育てればマネジメントの経
験にも役に立つという実証研究がなされているの
です。シラク３原則は、子育てした人は賢くなって
返ってくるのだからランクアップした方がいい。少
なくともキャリアを中断したり、ランクダウンする
ことを法律で厳禁しているだけです。
　シラク３原則は、産みたいときに産む、待機児童
ゼロ、育児休業はキャリアの中断にならない、こ
れだけです。人口１億をキープするためには、この
通りやればいいと思います。必要な財源はGDP費
１～ 1.5％ですが、フランスの家族予算はだいたい
3.5%、日本は1.5％です。フランスでできることが
日本でできないわけはありません。タテ・ヨコ・算
数で考えれば、少子化についても高齢化について
も、まだまだこの国はやるべき対策がたくさんあり
ます。

飯・風呂・寝る→人・本・旅
　もう一つ大きい問題は、日本で高齢化が進んでい
るということは、毎年何もしなくても１年経てば社
会が１歳年をとって、介護等で5000億円の新たな出
費が予算ベースだけでも出ていくということです。
我々の前に置かれている２択は、貧しくなるか、そ
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の分経済成長して取り戻すか、です。経済成長は簡
単に言えば、人口×生産性です。人口はシラク３原
則を今すぐやっても20年かかるので、目の前の選択
肢はみんなで貧しくなるか、生産性を上げるかの２
択です。
　生産性は、しばらく前の読売新聞のデータでは、
世界で20位、IMDの国際競争力は26位でした。日
本をよくしようという意欲にあふれたみなさんは
このグラフを見たら、きっと嬉しくなると思いま
す。今がもし91年だったら世界で一番なので、どれ
だけ頑張っても後は落ちるしかない。26番とか20番
は、いい湯加減です。「頑張って10番くらい上げよ
う」と思ったら、嬉しくなります。日本の女性の社
会的地位は世界144か国中114番ですから、女性のみ
なさんはもっと喜んでください。100番くらい上が
れます。日本には山ほど希望があるということで
す。
　問題は、なぜ下がったのかということです。ある
出版社があると仮定します。A、Bという２人の編
集者がいます。Aは朝８時に出社して夜10時まで働
き、お昼もパソコンの前でパンをかじっている。し
かしAの作る本はあんまり売れません。Bは10時く
らいに来ます。来たらスタバで誰かとだべって、そ
のままお昼を食べて１時過ぎまで帰ってこない、６
時になったら飲みに行って二度と戻らない。でもい
ろんな人からアイデアをもらって、年間にベストセ
ラーを２、３冊出す。さて、みなさんがこの出版社
の社長だったら、どちらを評価しますか？　Bです
ね。これが、シャープやソニーのカラーテレビ工場
だったらどうでしょうか。Aの前のコンベアは朝８
時から夜10時まで動いて、テレビがいっぱい造れま
す。Bの前のコンベアは10時に動いたと思ったらス
タバストップ、６時には動かなくなるのであまり造
れない。分かりますね、製造業の工場モデルが社会
を引っ張っていた時は、力が強い男性の長時間労働
が合っていました。飯・風呂・寝る、でよかったの
です。女性は家に置いて、男性をケアさせた方が社
会全体としては効率性が高いので、戦後の日本は３
号被保険者、配偶者控除などという飴を与えて、３
歳児神話を創り専業主婦を作ってきました。
　家族問題の権威といえば、ゴリラの専門家で、家
族問題の本をたくさん書いておられる京大の山極
総長です。山極先生は昔からはっきりと、ホモサピ
エンスは集団保育で社会性を養ってきたと明言さ
れています。ホモサピエンスの本質は集団保育で
す。「保育園に赤ちゃんを預ける時に泣くのは、お
母さんと離れるのが嫌だからだ」という人がいます

が、これはもう既に医学的に答えが出ている問題で
す。赤ちゃんは保護者と離れる時に、あるいは保護
者が近くにいる時に、周囲を引きつけたくて泣くの
です。長谷川町子さんは医学的データがない半世紀
以上前にこのことに気づき、漫画を描いています。
わかめちゃんがえんえん泣いています。タラちゃん
がつかつかとやってきて、「家には誰もいない」とい
うと、「あ、そう」と言って泣き止む。保育園でお母
さんが預けようとした時に泣く赤ちゃんは、泣きな
がら心の中では「友達と遊びたい」と思っているの
です。それでもなお３歳児神話を肯定する人には、
僕はこう質問することにしています。「あなたは上
司と２人でマンションの一室で24時間仕事をした
いですか」と。こういう３歳児神話のような科学的
な根拠のない精神論ほど社会を毒するものはない、
と思います。タテ・ヨコ・算数で、きちんとデータ
を示して考えなければいけません。
　子どもの育児も一緒です。赤ちゃんを産んだ女性
がなぜ赤ちゃんを可愛がるのか？　これは出産の
時に、子どもを可愛がるホルモン、オキシトシンが
大量に出るからです。ホモサピエンスは脳が異常に
大きい。かつ二足歩行をするので骨盤が小さくな
り、産道が狭くなった。この二つの前提を解こうと
思ったら、赤ちゃんは未熟児すれすれで生まれるし
かありません。だから、動物の赤ちゃんとしては未
熟なので、オキシトシンが出て女性がケアするよう
に進化してきました。男性がオキシトシンを出すに
はどうしたらいいか。これも科学的に答えが出てい
ます。赤ちゃんの面倒を見ることによってオキシト
シンが分泌されるのです。お母さんは、お父さんに
赤ちゃんの世話を徹底的に押し付ければいいので
す。
　この間、政府の少子化戦略会議に呼ばれてこの話
を申し上げました。男性の育児休業を強制的に１日
取っただけで男性の育児休暇100％、とPRしている
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企業があります。オキシトシンは、少なくとも２週
間くらい経たなければ出ません。これは、政府がき
ちんと男性の育児休業は２週間以上と定めれば済
む話です。このように、人間がどうして子どもを大
切にし家族愛を育むかの仕組みも、すべて学問が解
き明かしてくれるわけですから、根拠のある政策を
これからは考えていかなければいけません。
　この競争力のグラフで言いたかったことは、高度
成長期の製造業の工場モデルは「飯・風呂・寝る」で
よかったのです。でも今や製造業のウェイトは４
分の１を切って、非製造業がベースになっているの
で、長時間労働ではもはや生産性は上がらない。僕
は「人・本・旅」と言っていますが、職場を早く出て
人に会ったり、本を読んだり、現場を自分の足で歩
き回ったりして、脳みそに刺激を与えなければ新
しいアイデアやイノベーションは生まれないので
す。政府が進めている働き方の改革の第一の理由
は、飯・風呂・寝るではもう生産性が上がらないの
で、長時間労働をやめて人・本・旅に切り替えるこ
とを言っているのだと思います。
　人間の脳みそは体重の２％以下です。でも、エネ
ルギーは２割以上使っている超高性能のエンジン
なので、一回の集中時間はだいたい２時間が限度で
す。２時間集中して仕事して、ちょっと休んだりご
飯食べたりお茶飲んだり馬鹿話をしたりして、２時
間×３コマとか４コマが限界です。証拠はたくさん
あって、ハリウッドの映画は全部２時間ですし、大
学もそうです。だから、グローバルな企業は残業を
しません。製造業の工場モデルは違いますが、ス
ティーブ・ジョブズを生産ラインに立たせたらどう
なると思いますか。考え込んでしまってラインがす
ぐに止まるでしょう。頭を使う仕事は長時間労働に
は向いていないのです。

個性を育てる教育をする
　それから、さらにもう一つの大きい理由がありま
す。製造業のユーザーは男性でした。僕は72年にサ
ラリーマンになった時、先輩から「頑張って働いて、
はよお金貯めて車買いや。車なかったらデートして
くれへんで。家にはカラーテレビとクーラー置かん
と遊びに来てくれへんで」と脅されて、頑張って３
Cを買いました。でも買って初めて、３ Cがあって
も別にデートが上手にできるわけではないと気づ
くのです。
　これに対し、非製造業のユーザーは女性です。デ
パートを見れば一発でわかります。僕は娘が２人い

るので家族の男女比は１：３ですが、記念日にお土
産などを買って帰ったら「気持ちは嬉しいけど、こ
んなもんいらんわ」と言われて、買ったお菓子を僕
が一人で食べる羽目になったり、けっこう悲しい思
いをしています。消費を牽引している女性の欲しい
ものが、日本の経済を牽引していると自負している
50、60歳のおじさんにわかりますか？という話で
す。需給のミスマッチです。欧米の先進国はクォー
タ制を実施し、女性を力づくで引き上げてミスマッ
チをなくそうとしています。日本政府はまだそこま
で根性がないので「女性が輝く社会」という文学的
表現にとどめていますが、この狙いもマッチングに
あります。女性が輝くためには、男性が早く帰って
家事や介護や育児のケアをしないと不可能なので、
二重の意味で長時間労働をやめなければ生産性は
上がりません。
　これが今、日本が置かれている大きな見取り図
で、教育も同じです。製造業の工場モデルで要請さ
れるのは、みんなで決めたことを守る、素直が何よ
りも大事、頑張ることが大事、そして協調性が大事
で空気を読む能力が高いことです。でも、それでは
アイデアは出てこない。これからは、ジョブズのよ
うな人間を作っていかなければ日本の未来はあり
ません。確かに日本は世界で一番高齢化が進んでい
ますがこれは決して暗い話ではありません。始皇帝
は不老長寿を望みました。日本は始皇帝の夢を実現
しようとしている、そう考えたら楽しいですね。そ
のためには知恵を絞るしかない。人間はみんな違っ
ているのだから意見が違って当たり前。みんなの違
いを認めあう、ダイバーシティ溢れる世の中を作っ
ていかなければ日本の未来はないと思います。
　これからの教育は、とがった人間、個性の強い人
間を育てていかなければいけません。政府が「人づ
くり革命」というように、もっと文科省に頑張って
いただいて、何万人も何十万人もジョブズのような
人間をつくる教育を心がけていただきたいと思い
ます。

地域でこそ面白いことができる
　どんな地域でも、人口×生産性という等式が成り
立ちます。政府の地域おこしの研究会で、「面白い
人や面白いことをしている場所に人は集まるので、
地域おこしは面白いことを考えることが全てだ」と
言われた方がいました。僕もそう思います。人間は
ミーハーですから面白いことがあったら自然と人
が寄ってくるのです。それが基本だと思います。特
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に、地域では人口が急減して、労働力の確保が大変
難しくなっている。もっと女性や高齢者に働いても
らわないといけない。高齢者に働いてもらうために
は、地方の企業が定年を廃止して、「うちの会社に
転職してくれたら定年はありませんよ」と言えばい
い。
　それから、女性にもっと働いてもらおうと思った
ら、子連れ出勤をがんがんやればいいと思います。
子連れ出勤は、東京でもいくつか企業がやっていま
すが、先ほどの２時間サイクルに合っています。赤
ちゃんを連れた若いお母さんが職場に来て、職場に
着いたら授乳します。赤ちゃんは２時間くらいぐっ
すり眠ります。その間集中して働く。また２時間後、
授乳してお母さんは気分転換し、赤ちゃんがぐっす
り寝る。昔のアグネス論争ですけれど、実は職場に
犬や赤ちゃんを連れてくるのはそんなに珍しいこ
とではありません。僕は92年にロンドンで仕事を始
めました。その時に、ノルウェーで一番大きい銀行
の頭取を部屋に訪ねたら、すごく大きいセントバー
ナードがいて、置物かと思って触ったら動いたの
で「これは？」と頭取に聞くと、「俺の可愛がってる
犬だ」と。「毎日連れてきてるんですか」と聞くと「何
か問題ある？」と逆に聞かれて、ひっくり返った記
憶があります。地域で本当に面白い企業を作ろうと
思ったら、子連れ出勤でもちゃんと働ける、定年も
ない、そういう新しいことをやらなければ人は集ま
らないと思います。
　地方おこしといえば、いつも食や観光という話に
なります。食や観光はめちゃ大事ですが、本当に人
が地方に来る理由はそれだけでしょうか。現在たく
さんの外国人が日本に来ています。もちろん食や観
光も目当ての一つでしょうが、彼らは僕らが気がつ
かない変なものをネットで検索して来ています。む
しろ、日常の仕事の仕方や生活の仕方こそが核心だ
と思います。地方は、人が減って待ったなしなんだ
から思い切ったことができる。高知は女性がとても
強い県だと聞いているので、ぜひ高知から率先し
て、高知県の企業なら全て赤ちゃんを連れて職場へ

行けると宣言したら、日本中から若い女性が集まっ
てくるのではないでしょうか。

知識×考える力＝イノベーション
　人・本・旅で勉強する、勉強とは何でしょうか？
おいしいご飯とまずいご飯、どちらを食べたいです
か？　おいしいご飯を因数分解したらどうなりま
すか？　楽しい人と一緒に食べているという前提
で考えたら、色んな材料を集めて上手に調理すれ
ば、おいしいご飯が食べられる。これが平均的な因
数分解です。おいしい人生と、まずい人生とではど
うでしょう？　いろんな食材を集めてくるという
のが、平たく言えば知識の接待です。上手に調理す
る力は、考える力だと思います。知識×考える力が
イノベーションであり、教養やリテラシーであり、
おいしい人生なのだと思います。
　５年前東京に「ソラノイロ」というラーメン屋が
でき、今やミシュランに載っています。ここの目玉
商品がベジソバです。人参のピューレとムール貝で
味をつけたラーメンです。みんな、人参もムール貝
もラーメンも知っている。でも、ソラノイロの店主
だけが、この３つを組み合わせたらうまいラーメン
ができるということを考えた。これがイノベーショ
ンです。そのためには、人・本・旅で知識を得るだ
けではなく、考える力を鍛えなければなりません。
考える力の鍛え方は、クッキングと一緒です。料理
も最初はレシピ通りに作って、食べてみてちょっと
塩辛いから塩減らそうとか醤油減らそうとか、工夫
をして初めて料理が上手になる。いろんな人に会っ
たり本を読んだりして、その人の考えるパターンや
考える型、あるいは発想の方法などを学んで初め
て、自分の考える力が身につくのです。地域を起こ
そうと思ったら人と違うことを考えないとダメで
す。人・本・旅でいろんな知識を得て、自分で考えて、
どこにもないベジソバを作って初めて地域が栄え、
人が集まってくるのだと思います。
　人間が望んでいるのは普通の生活です。精神の
衛生も大事です。労働条件は上司が100％ですから、
上司の悪口がめいっぱい言えるということ、それを
社会全体でいえば表現の自由ということになりま
す。好きなところに移住でき、おいしいご飯が食べ
られて、よく眠れて、赤ちゃんを安心して育てるこ
とができて、上司の悪口がめいっぱい言えれば、人
間は幸せだと思います。地域を考える時には、そう
いう地域を作ればいいのです。
　ご清聴ありがとうございました。
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［ファシリテーター］
高知大学副学長・地域連携推進センター長

受田 浩之 氏

地方が描く日本の未来を考える

パネルディスカッション　地域連携の長期的継続について

　平成29年度COC/COC＋全国シンポジウムを開
催するにあたり、過去4回のシンポジウムを振り
返ってみたいと思います。
　まず平成25年度の3月11日、東京イイノホールで
第１回目のCOCシンポジウムが開催されました。
参加者183名の前で基調講演をおこなってくれたの
は、NPO法人ETIC.代表理事の宮城治男さんです。
そのあと「地（知）の拠点整備事業」をテーマに議論
を展開していきました。議論のポイントは、学生
との関わりをどのように企画し、その効果をどう
地域に波及していくか、というものでした。
　平成26年度は、会場を高知県民文化ホールに移
して開催しました。この年は、2040年までに「消
滅可能性自治体」がこのまま行けば896ケ所あると
メディアで取り上げられた年でもあります。また、
ちょうどこの２月に日本版CCRCといえる「生涯活
躍のまち構想」の政府委員会が立ち上がっていま
す。その時、「自治体側から見てCOCをどのよう
に受け止めるか。また、どのような大学のコミッ
トメントを期待するか」という視点で議論が交わさ
れたのですが、その中でとくに印象深かったのは、
高知県黒潮町の大西町長がおっしゃった「大学は地
域にどっぷり浸かってください」という言葉です。
これは、逆に言うと「上辺だけで地域連携を語るべ
からず」という意味にも捉えられます。

　平成27年度は、「地方創生と大学の役割」という
タイトルで小田切先生に基調講演をしていただき
ました。その時、先生が「地方創生をブームからムー
ブメントへ」ということで、この地方創生を決して
ブームで終わらせてはいけないと熱弁されていた
のを覚えています。
　平成28年度では、小松製作所の坂根相談役と初
代の地方創生担当大臣である石破茂先生にお越し
いただきました。石破さんは、「大学はどのように
地域・社会を変えたかが問われる」という話をされ
ました。大学は、地域・社会に対して「何をしたか」
ではなく「何を変えたか」が問われている、という
ことです。「地方から国のあり方を変えていかなけ
ればいけない」というメッセージが我々にとても印
象深く伝えられました。
　そして今回が５回目で、これはCOC採択が先行
している大学にとって５年目を迎えていることに
なります。その区切りの年にもう一度基本に立ち
返り、地方が描く日本の未来を考えていきたいと
思います。地方が何をするべきなのか、あるいは
地方創生に対して大学はどう取り組んでいくべき
なのか、そしてその手段としての地域連携を長期
的に続けていくにはどうすればよいのか。以上の
ような点をコメンテーターの出口さんと3名のパネ
リストのみなさまで議論していきたいと思います。
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［パネリスト］
岩手県地域振興室定住・交流促進専門員

清水 健司 氏

　私は岩手ネットワークシステム、通称INSという組
織にて、人および情報の交流・活用を活発化にしな
がら、産官学民の人々が交流できる場づくりをさせ
てもらっています。実はこれと同じような組織が北
海道から九州までたくさん創っていただいてありま
す。2007年に27都道府県から250名の方を岩手大学に
お集まりいただき、2018年には高知県で第12回目の
開催を予定しています。まだまだ産官学連携が認知
されているとは言えません。その事実を県庁職員に
なってから初めて知ることになりました。
　現在、COC＋事業では、岩手県と県内の大学が協
力してふるさといわて創造協議会を設け、教育・研
究・社会貢献を地方創生をテーマに掲げて改革を目
指しているところです。具体的には、「進学の機会と
地元定着」「有識者の集積とシンクタンク機能」「社会
人および企業の研修場」「生涯学習の場の提供」などが
あります。私的意見ですが、今後はさらに「地方公共
団体との関わり」「基礎研究力の向上」「地元評価」を加
えて運用していくと、もっと楽しい状況が生まれる
のではないかと考えています。また、岩手県ふるさ
と振興総合戦略を作り、「岩手で働く」「岩手で育てる」

「岩手で暮らす」の３つを施策にそれぞれ数値目標を
掲げて取り組んでいるところです。このうちの移住・
定住問題を解決することが私の主な役割です。本気
で定住・移住を促進していくためには、県や市町村、
関係機関が一丸となった取り組みが欠かせません。
連携を強化して現在では72団体に増えましたが、団
体向けの学習会が主ですが、協議の場が必要不可欠
と考えて実行を考えています。
　もう一つ特徴的な動きがあります。それが「定住・
交流促進コーディネーターの配置」です。業務として、
岩手ネットワークシステムと連携し、ふるさと創生
研究会を立ち上げました。33市町村に足を運び議論
することを目的としてはじまったこの取り組みも、

スタートから３年経ってすべて廻り切ることができ
ました。どの市町村にもトガッタ人がいました。また、
全国46都道府県にも意見交換に伺いました。人的ネッ
トワークが出来ました。今後は楽しくやっていける
のではないかと期待しています。
　私が主に携わっていた産学官連携ですが、最初は
大学と企業さんとの共同研究からはじまり、特許化、
実用化、起業化と変遷を繰り返してきました。そして、
最近になって人材育成や持続可能性社会の構築とい
うのが時代の流れとともに変遷してきたと思います
が、いずれは場づくりが必要になっていることでしょ
う。また、COC＋の一環として、地元企業を大学や
高校にお連れし、企業説明会を開催しています。つ
いこの間は、盛岡商業高校に行ったのですが、その
時は校長先生が生徒さんだけでなく保護者の方を呼
んでくださり、地元の企業について知っていただき
ました。このような取り組みを通じて、現場に行く
ことの大切さを改めて実感させられました。他にも、
しごとづくりを目的とした数多くの研究会や、ひと
づくりのシニアの会や地域活性化学習会を運営した
り、33市町村のトガッタ人たちを県庁にお呼びして
お話をいただいたりして、あらゆる側面から場づく
りをおこなっています。ひとの出会いの場づくりが、
にぎやかさが、「地域創生」に有効と考えています。

岩手の「にぎわいづくり」について

1949年、山梨県北杜市（旧高根町）生まれ。岩手大学地域共同研究センタ
－長、評議委員・副工学部長、工学部附属融合化ものづくり研究センタ－
長を経て、2015年から現職。高知大学客員教授。
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［パネリスト］
大阪経済大学経済学部教授

梅村 仁 氏

　私が抱いている問題意識の一つに、「これからの
公共経営のあり方」というものがあります。これま
での公共経営というのは、「お金がありません。だ
から給料も職員も減らしましょう。あとは何とか
頑張ってやりましょう」という感じでした。しかし、
このような考え方だと地域の存続は難しいと思いま
す。これからはもっと地域の中で経済を動かしてい
かなくてなりません。また、日本全体でグローバル
に負けない地域づくりをしていくために、内発的地
域振興の推進も必要になってくると考えています。
この点から、ヒダクマさんの事例は新しい公共経営
と内発的地域振興の課題を解決する一つのモデルに
なるのではないかと思うのです。
　株式会社飛騨の森でクマは踊る、通称ヒダクマは、
岐阜県飛騨市にあります。飛騨市は人口約25000人
の小さな自治体ですが、その中にある飛騨古川には
非常に古い町並みが残っています。飛騨市はとても
クローズドな地域で、新しい建物を建てようとする
と地域の方に怒られてしまいます。だからこそ古い
町並みが残り、最近では「君の名は」という映画が大
ヒットしたおかげで、海外からも観光客が来ている
そうです。
　私は2016年に『これからの自治体産業政策』という
本をきっかけに飛騨市に関わることになりました。
これまで産業振興なんてやったことがないという自
治体は多く、飛騨市も例外ではありませんでした。
そこで企画担当の人が「産業振興をやったことがあ
る、あるいは実績がある民間企業さんとタイアップ
をしよう」と声をあげ、このヒダクマが実現してい
ます。ヒダクマは、株式会社トビムシと株式会社ロ
フトワークが資本金を1000万円ずつ出資して設立さ
れました。私がまず驚いたのは、行政の施策に民間
企業がお金を出したこと。もう一つ、なぜ「株式会
社飛騨の森でクマは踊る」という社名が議会が承認

したのかということ。それを不思議に思った私は、
議会の議長さんに理由を尋ねてみると、「なんとな
く面白そうだったから」というものでした。実はこ
の議長さん、大手広告代理店で社長をやっていた方
だったんです。そういう方の新しい知見がちょっと
ずつ入っていったのが良かったのかなと思っていま
す。
　この事例の総括として、新しい第3セクターを使っ
た地域経済プラットフォームの形ができたことがあ
ります。地域の現状資産とクリエイター、そして飛
騨の匠があるので、内発的地域振興になっているだ
ろうと思います。これはマンパワー的に厳しい中で
の新しい政策的なパターンではないでしょうか。第
3セクターというと非難されることもあるんですが、
作り方によるとも思っています。ただ、これからの
地域産業政策をどうやって作っていくのかという、
政策力形成及び向上の課題があると思います。

地域事例から学ぶ―Co-Production

1964年大阪府豊中市生まれ。尼崎市役所で産業振興、秘書、企画部門、
県立高知短期大学准教授・教授・地域連携センター長、文教大学経営学部
教授を経て、2017から現職。高知大学客員教授。
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［パネリスト］
株式会社三菱総合研究所主席研究員

松田 智生 氏

　大学は地方創生のエンジンです。大学連携型の
多世代が輝く共助コミュニティが有望です。これ
を「大学連携型CCRC」と呼んでいます。CCRCとは、
継続的なケアを提供する高齢者の共同体のことで
す。具体的な例としては、大学の近くにシニアが
住み、もう一度、学校に行って学んだり若い学生
に教えたりしています。例えば、元投資銀行の銀
行員であればファイナンスの話を、元スチュワー
デスであればホスピタリティの話を、建築家であ
ればデザインの話をするんです。でも実をいうと
一番人気があったのは、金融機関で働いていた人
の「会社が破綻した話」でした。つまり、貴重な失
敗例のしくじり先生でも良いのです。そして、な
によりもこのCCRCには教育も医療をはじめ、建
築、土地計画、ITなど様々な研究材料があります。
大学には、研究、教育、地域貢献、ブランディン
グと４つのメリットがあります。そしてCCRCで
は雇用が生まれます。個人的な考えですが、地方
大学の最大の悩みは、大学を出た人が県外へ行っ
てしまうことだと思っています。だからこそ地域
での雇用創出観点が大事なんです。
　では、もし高知大学がこのような多世代コミュ
ニティを作るなら、どんなコミュニティが良いの
でしょう。それを一緒に考えるために、２年前、
高知大学の学生と討議しました。すると、とても
素敵なアイデアが返ってきました。まずは「高知仁
淀ブルービレッジ」。これは、仁淀ブルーの生態系
を多世代で守るようなコミュニティを作りたいと
いう想いから考えたそうです。次に「六次産業化
ビレッジ」。これは農学部の学生が六次産業化を多
世代で進めたいということでした。他に、医学部
の学生が最先端の医療コミュニティを作りたいと

言っていたのを覚えています。他のアイデアとし
て、低層階にシニアが住んで、高層階に学生が格
安の家賃で住む、というのはどうでしょう。学生
は格安の家賃の代わりに、シニアの買い物をサポー
トしてあげる。そして、みんなで学校に行ったり、
みんなで１階の食堂に集まってご飯を食べたりし
ます。あるいは、ここが地域包括ケアの拠点になっ
て、地元の方がリハビリやデイサービスを受けら
れるのも良いでしょう。コミュニティにはワクワ
ク感が大事だと思います。
　大学連携型CCRCには、いろいろなモデルがあ
ります。スポーツを活かすのであれば野球場や
サッカー場、ゴルフ場の近くで暮らしたり、母校
の近くで暮らしても良いでしょう。また、転勤族
の方がもう一度戻ってくる恩返し型、夏は東北や
信州で暮らし冬は高知で過ごす回遊型なども良い
でしょう。それからシニアの近くにシングルマザー
の住まいを用意して、雇用を生み出すモデルもあ
ります。このような取り組みによって、市民の健
康や生きがいが生まれ、公共の雇用と税収が増え、
多様な産業と学校も生まれます。この民公産学の
四方一両得の切り札となるのが、大学連携型の多
世代コミュニティであると考えています。

民・公・産・学の四方一両得
　　　―大学連携型コミュニティ

1966年東京生まれ。慶應義塾大学法学部政治学科卒業。専門：地域活性化、
アクティブシニア論。高知大学客員教授。
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受田　３人の皆様から話題提供をしていただきまし
た、ありがとうございました。まず、出口さんにご
感想をいただきたいと思います。
出口　すごく面白い話でした。清水さんのお話です
が、まさに学から官に行かれたキャリアを活かして
ネットワーキング、いろんな人を横につないでいく
中でいろんな共有やいろんな事が生まれるんじゃな
いかということ、本当にその通りだと思います。実
は２週間くらい前に盛岡の中小企業の方の集まりで
数百人を雇用しているメーカーの社長さんと話す機
会があったのですが、後継者がいない、自分が元気
なあと５年くらいのうちに廃業しようかと思ってい

パネルディスカッション

［パネリスト］　
岩手県地域振興室定住・交流促進専門員　清水 健司 氏 
大阪経済大学経済学部教授　梅村 仁 氏
株式会社三菱総合研究所主席研究員　松田 智生 氏

るというんです。これは大変な話で、その時に僕は
「公募を活用したらどうですか」と申し上げたんで
す。僕もたまたま公募で学長になったわけですが、
江戸時代でも昔からの商家は大体養子ですね。その
ことを考えたら、例えばホームページで、この会社
を経営したい人、手を挙げてと言って盛岡に来ても
らう。ネットワークというのは、まず地域で飲みニュ
ケーションでつなぐのも意味があると思うんです
が、それに加えてバーチャルなネットワークをもっ
と考えていってもいいんじゃないか、と感じました。
　梅村さんのお話もとても面白い。僕もよく、将来
の日本はどうなるんでしょうか、AIはどの程度進

［コメンテーター］
立命館アジア太平洋大学（APU）学長
出口 治明 氏

［ファシリテーター］
高知大学副学長・地域連携推進センター長
受田 浩之 氏
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むんでしょうか、と聞かれます。大体「分からへん」
と答えています。なんでかと言えば、未来は皆さん
の行動にかかっているからです。皆さんが今までと
同じような働き方をしていたら今までの延長線上に
しか未来はない。でも、少しでも自分の頭で考え、
自分の言葉で語り、行動に移せば世界は変わる。人
間の歴史を見ると、少数派のみが世界を変えてきた
んですね。バーナード・ショーの有名な言葉を待つ
までもなく、賢い人はすぐにアジャストしちゃうわ
けです。でも、そうでない人は空気が分からない。
分からないので、自分が思ったことを言い続けるの
で世界を変えれるんです。これは、学問的にはパリ
大学の小坂井敏晶先生が『社会心理学講義』という名
著で、少数派だけが世界を変えるプロセスをきちん
と論証されています。「Co-Production」というお話
は、自分で考え、動くことの大切さを言われたと思
うのですが、それは「自分事」という言葉が象徴して
います。どうなるんでしょうかというのは「他人事」
です。そうじゃなくて、「僕はどうすんねん」「君は
どうすんねん」で実は世界が変わっていく。要する
に、次のステージはみんなが行動に移すことだよ、
それを「パートナー」ではなく「Co-Production」とい
う言葉で示す、すごく示唆が多いように思いまし
た。
　松田さんのお話を考えてみると、大学自身の研究
する力、学ぶ力を増やすためにも大学の多様性が必
要だと思います。例えば25歳以上人口が大学生の中
でどれだけ占めているか。確か日本は２％以下で、
OECDの平均は25％を超えていたと思います。人生
経験が少ない18歳から22歳ばかりを集めても、大学
で勉強できることや研究できることはしれていま
す。世界の大学と同じように年齢フリーで、高齢者
であろうと学びたいと思えば来ればいい。日本はあ
まりにも社会のあらゆるところに年齢基準が行き
渡っているような気がします。ある程度規制緩和を
おこなって、もっと多様性を考慮すべきだと思いま
す。これは人口が減っていく今の社会の中で、コン
パクトシティをどういうふうに作っていくかという
問題でもあると思います。人間は動物ですから、寝
て、食べるところを一緒にしたらいい。簡単に言え
ば、シェアハウス。１階をリビングとかダイニング
にして、２階を個室にする。コンパクトシティの基
本は、食と住をどういうふうに設計するかをベース
として、大学をコアにその多様性を色々と考えてい
く、といった視点で新たなアイデアをいただいたの
かなと感じました。

受田　それでは、今日のテーマ「大学の地域連携活
動を長期的に継続していこう」に沿ってパネルディ
スカッションいただこうと思います。
　出口さんから、「日本の未来を考えよう」というこ
と、それから「メシ・フロ・ネル」という昔ながらの
感覚を変えていかないといけないということ、そし
て実際スティーブジョブズを育てていくためには、
というお話があり、「人・本・旅」をしっかり考え
て、よりイノベーティブな活動へと昇華させていか
ないといけないと思いました。「旅」の部分は、現場
を見るというふうに置き換えていただきました。多
様なものがある現場をいかにリアルに体験し、そこ
から何を感じ取るかというふうに置き換えると、大
学が持っている資源は相当な価値があるという示唆
もいただいたように思います。そして、現場にある
材料の調理の仕方によってイノベーションになるの
かならないのか、それが分かれてくるというお話も
ありました。材料が大学の中の教員や職員、学生と
いう学内のプレーヤーだと置き換えていくと、この
プレーヤーをどういうふうに調理する、組み合わせ
る、シナジーを創発するかによって、持っている価
値が相当変わってくるのだろう。つまり、学内プレー
ヤーの関わりをどう広げて進化させていくのかとい
うところに話はつながっていくのかなと思います。
　それを体制としてどう確立していくのかという点
に関しては、大学関係者の皆様にとって永遠のテー
マでもあり、そして小田切先生から以前指摘を受け
ましたが、学内の体制こそイノベーションが必要
じゃないか、と。少しここを覚えておいていただき
たいと思います。
　また、学内のステークホルダーとして自治体や地
域住民との関わり、そして産業界との関わり、これ
をパートナーシップという意味で見ると、地域連携
とか産学連携とか社会連携とかの言葉になるのかも
しれません。梅村さんの言う「Co-Production」なの
で、目的がある。何を生み出していくかという共通
する目的、あるいは協働で生み出す何かがある。そ
こへ向かってのパートナーシップであり、連携とい
う手段、プロセスをデザインしていくというところ
で、これをどう進化させていったらいいのかについ
ても少しご意見をいただきたいと思います。
出口　大学のガバナンスを担当している立場から申
し上げます。APUは去年の秋に日本の大学では珍
しく学長候補者を公募したのですが、学長選考委員
会は副学長が委員長で、先生方５人、職員２人、卒
業生２人の10人で構成されていました。うち外国人
が4人、女性が３人です。多分、日本の大企業の指
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名報酬委員会でもこれほどダイバースは
していないと思います。大学のトップを
選ぶのに、先生方だけではなく、職員も
卒業生も入れている。これからのガバナ
ンスは、企業でも大学でもNPOでも透明
性、多様性が要求される気がしています。
　先日、未来のAPUを考えようというフ
リーディスカッションがありました。先
生方は前の席に並んで、後ろには職員方
が座っていた。それで僕は提案したので
すが、次回から席をあみだくじにすると。
先生方と職員方を分けず、学長が真ん中
ということもない。みんな同じように話
しましょうと。いいAPUを作るために集
まっているのだから、みんな１つのAPUピープル
だと。教員、職員、学生は、同じ組織体をマネージ
し良くしていこうという目的は一緒じゃないかと思
います。また昨日、立命館高校の卒業式に祝辞を述
べるために行ったのですが、すごくいい話を聞きま
した。立命館高校では自主自立を開学以来の理念と
していて、毎月、校長先生をはじめとする先生方と
生徒会の代表が団体交渉を行っている。どうしたら
もっといい高校になるか、話し合うんです。卒業式
の代表とか答辞は全部立候補制。やりたい人が手を
挙げて、クラスのみんながそれでいいと言ったら決
まる。
　大学は次の日本社会の10年先の指標だ、と僕は考
えています。大学で学んだ人が次の日本を創ってい
くわけですから、大学自身のガバナンスやプレー
ヤーとの関わりを、未来を見据えたフラットな組織
にしていくことが大事なのではと思います。着任し
てまだ１か月半なのでこれから勉強していきます
が、そういう観点から大学をマネージしていきたい
と考えています。

受田　今、出口さんからガバナンスの考え方が出さ
れました。すごく印象深かったのは、大学の10年先
の指標である、未来を見据えてそれを担う人を育成
している、ということです。
　そういう意味で、多くの皆様が③番（図１）のこと
を恐らく相当気にしておられる。地域連携活動を長
期的に営んでいこうとすると、どうしてもお金の話
が出てきます。COC、COC＋、これは文科省のプ
ログラム施策として5年、COC＋に関してはあと２
年というのが区切りです。COC、COC＋、その後
にスーパー＋というのがあるといいですよね、とい
うお話を去年もして、多くの皆様が文科省がどう動

いてくれるのか期待をされていたかと思います。
　そういう国の財政的な支援も求められますけど、
出口さんのお話も踏まえて考えていくと、我々はど
うしたいんですか、我々が未来の地域をどう作って
いきますか、そこにどうコミットしていきますか、
と。将来からバックキャスティングしていく考え方
は絶対求められます。そうでないと財政的基盤の話
は常に来年の予算、国は何をしてくれるのかという
話に帰着してしまうと思います。
　この①②③をまとめて、さらに議論していきたい
と思います。大学の持っている価値を最大化してい
く上で、清水さん、INSが果たした役割というのは
我々が想像する以上のものがあると思うんですけれ
ども、その役割、成果、そして今後はどうなりますか。
清水　これからの社会構成に対する意見という話の
中で、INSが出てまいりました。INSというのは、「集
う場所」というか、今日この場も集う場所だという
ふうに自覚をしながら過ごしていますけど、いろん
な方がお会いして、いろんな話を聞いて、いろんな
意見を言い合うことが大事だ、ということは一つ言
えると思います。
　大学にいた時は教員でしたので、今思えばもっと
基礎的なところを学生さんと一緒に勉強したかっ
た、自分で勉強できる学生さんを教育して社会に出
したかった、という思いはずっとあります。おそら
く大学は本来そこに終着するので、基本的には基礎
学力をきちんと習得していただいて、自分で学べる
学生さんを社会に出すのが大学としてはいいのかな
と。
　それはなぜかというと、行政の方は意欲をものす
ごくお持ちなんですけれど、ものすごく忙しいので
自分の思い通りのことができていないように思いま
す。それでINSが分担してくれたり、これからの方

（図１）



27

針に道筋をつけてくれたり支援をしてくれたりする
機関であってほしいなと、入ってみて余計分かりま
した。若い職員は日常の業務に追われて忙しく、社
会に貢献しようと思って行政職員になったけどその
時間がないというのは、ご一緒させてもらってよく
分かりました。そういうことも地方創生の組織の中
で変えてもらって、若い職員のうちに外の現場に出
て、課題に対面し、いろんな人にお会いしていただ
ければ、世の中がもっと変わってくるんじゃないか
なと思います。
　そして、産業界の人はぜひ大学をフルに利用して
いただきたい。最近、岩手県が産学共同研究に対し
て新たに支援をする、経費を出すという制度を作り
ました。先生方と企業の方が協働研究していけば、
ますます上手くいくのではないかと思います。大学
そのものも財政難という壁があって大変な時代があ
りましたが、あっという間に融合して上手くいった
という経験もあります。諦めずに、どんどん変化し
ながら取り組んでいただければいいのかなと思って
います。
受田　大学教員と県職員の両方の立場から、非常に
重要なポイントをご指摘していただいたと思いま
す。お話の中でもう一つ気になったのは「地元評価」
という言葉です。「地元評価」というのは、地元から
大学を評価されるというような言葉で使われている
のか、あるいは自治体の職員の方々が自らの行政の
範囲である地元をどう見ているのかという意味なの
か、そこを教えてください。
清水　地元の方が、大学なり行政なり企業なりを評
価するという項目は、「自己評価」とか「外部評価」と
か言いながら、本当は欠けてたんじゃいかな、と。
岩手大学だったら地元が岩手大学をどう評価してい
るかということですが、私が教員の時に、そういえ
ば聞かなかったな、よくやってると自分で決めつけ
ていたな、という思いがあります。地方創生であれ
ば、「地元評価」をより考えていただけたら連携が上
手くいくのではと思っています。
受田　「見える化する」という、先ほどの出口さんの
お話ですね。また昨年の小松製作所の坂根さんの話
でもありました「見える化」。例えばCOC＋の場合
は、地元定着率を10ポイント上げる、地元雇用の数
をこれだけ上げる、というのがミッションステート
メントになっていて、大学はそれを達成させるため
に血眼になっています。
　今のお話がすごく示唆に富むのは、10ポイント上
がったことによって、地域の方々からどう思われて
いるんですか、どう良くなったんですか、というと

ころをしっかり評価しないといけないということで
すね。もちろん地元自治体は定点観測をしてアン
ケートを取ったりしていますが、住民の方々がどう
思っているかというところまで可視化しないと、こ
の地域連携自体がもたないのではないか。そういう
ところを感じました。
清水　ありがとうございます。そう言っていただけ
るとほっとします。

受田　それで梅村さん、自治体から大学に来られて
大学に対して思うこと、逆に自治体の立場ではこう
あるべきではないかというコメント、またゼミが今
７年目ということで、現場の教員としてプレーヤー
の立場から望むものなどがあれば、この点にもコメ
ントをいただければと思います。
梅村　小さなゼミの挑戦ということで、文教大学の
包括協定を寒川町役場とやっていました。私自身が
職員としていろんな大学の先生と関わりもあり、勉
強させていただくし、学生さんにも来ていただく。
尼崎市役所時代にそういう経験をしたことから今回
やってみたんです。ただ大学教員になって分かった
ことは、一生懸命やっていくと、例えばゼミ活動も
地域連携という部分で専門性があるみたいに思われ
てしまう。私は、地域連携って専門性の部分だとは
思わないんです。どうも学内で大きな誤解を生みま
して、実際は私以外には誰も関わっていないという
形になってしまったんです。これではだめなので、
ようやく大学事務局と相談をしながら前に進んでい
こうとしている状況です。一つの負の事例でご説明
をさせていただきました。
　それともう一つは、大学教員として、高知県及び
こうち人づくり連合主催で「土佐まるごと立志塾」と
いう研修をしてきました。この施策をご提案いただ
いた時にすごくやりたいと思いまして、高知大学地
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域連携推進センターの石塚先生とともに2013年から
5年間やりました。高知県がこれから産業振興を進
めていく、それとともに人材育成を高知県と市町村
職員が一緒に進めていくという研修です。非常に意
義のある研修だと思いますが、それを高知県がわざ
わざお金を負担して市町村と共にやっていく。なか
なかできることではありません。
　受講生は約200名いますが、「もっと勉強したい」

「様々な地域にさらに行きたい」と意欲のある人が出
てきました。先ほど言いました「Co-Production」と
いう部分で意見が出てきたのです。それで、「高知
まるごと立志塾政策デザイン研究会」という組織が
できました。「デザ研」という言い方をしていますが、
次につながる勉強会をできるだけ地域に入ってやっ
ていこうとしています。
　この事業は５年で終わってしまうのはもったいな
い。今年で終わりですので、こちらから僭越ながら
高知大学にお願いしたいことがあります。高知大学
地域連携推進センターが今後拡充するというお話を
聞いています。高知県の次の100年の地域づくりを
施策するという高い目的を持った新たな地域プラッ
トホームとしての「デザ研」を、高知大学と共に歩ま
せていただけたらと考えております。
受田　100年の地域づくりという目的が明確である
ところが私は鍵だと思います。連携が目的ではなく
て地域の100年を見据えて、それをクリエイトして
いこうという目的を持って連携をしていく。この姿
は、パートナーシップからCo-Productionへ、先ほ
どのお話からすとんと腹落ちをするところです。
　実は今、高知大学の地域連携推進センターを改組
して、次年度に新たな組織を立ち上げようとしてい
ます。これまでは連携を推進することが目的で、ま
ずは地域といかにご一緒できるかということをやっ
てきました。これからは、100年先あるいは30年先

の次世代をどう見据えていくか、地域をどう創造し
ていくか、という目的を実現できるようなセンター
であるべきではないかという話をし始めています。
　これは清水さんにもアドバイスをいただきながら
高知でタスクフォースを立ち上げていますし、小田
切先生にもお務めをいただいています。人づくり広
域連合から立ち上がった「デザ研」の企画を、ぜひ
我々もご一緒できるように、また議論していきたい
と思います。
　では松田さん、一番伺いたいのは財政的な基盤の
部分、これをどういうふうに担保していくのか、ぜ
ひお知恵を拝借したいと思います。

松田　今、元気が出ない四字熟語が流行っていて、
人口減少、地方消滅、大学崩壊、介護難民、熟年離
婚、こういうものばかりです。でも、そんなことは
もう分かっている、今は課題の提示から課題の解決
にフェーズが変わってるんだと思っています。「人
口が減少する社会」では、都市と地方で人とノウハ
ウを共有することしかないと思います。「関係人口」
がキーワードです。「交流人口」と言えばグルメとか
観光、「定住人口」というのは移住、関係人口という
とその間のものです。それをぜひ高知大学でやりた
い、ということで紹介します。
　それは「逆参勤交代構想」（図２）で、財政的な基盤
を確保しましょう、ということです。江戸時代の参
勤交代は土佐藩が江戸に行きましたが、現代の逆参
勤交代というアイデアは働き方改革の一環で、大企
業の社員は年数週間、社員を地方でリモートワーク
をさせねばならないということです。そういう企業
は法人税を減税させるといった仕組みです。私が今、
高知に移住して定職に就くのは不可能です。だけど
パソコンがあればどこでも仕事ができます。無駄な
会議もなくなります。通勤時間は圧倒的に短くなり
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ます。ゆとりある働き方の中で、週に数日は三菱総
研で仕事をして、週に1日は高知のために働く、高
知大学で学ぶといったことです。
　マーケットで見ると、大企業には大体1000万人が
います。そのうちの1割の100万人が参加するとし
て、１か月だと8万3000人の移住規模になる。これ
は2010年の７倍の規模です。そして、約1000憶円の
消費が生まれる。新しい人が高知に流れて、高知の
大学で学んで、そして高知の担い手になる、これが
財政的な基盤になるのです。
　それで、いろんなタイプがあります（図３）。「プ
ロジェクトチーム型」というのは、ローカルイノベー
ションです。例えば、石川県の悩みは販路開拓。い
いものがあっても売り先がわからないということに
なれば、営業マンに頑張ってもらう。「リフレッシュ
型」というのは健康経営です。今、鬱などのメンタ
ル面での課題がたくさんあります。企業の健康組合
の7割は赤字です。おかしくなる前にリフレッシュ
で高知に来る。武者修行で坂本龍馬が江戸に行った
ように、これからは若手の有望な社員は地方で武者
修行する。自分の実家で育児・介護をする。私みた

いにこれから退職が近くなる人の「セカンドキャリ
ア」を高知に作る。
　こういった人の流れをつくることが、地域に新し
い担い手を生む、と。そして大学で学んで活躍して
もらうことが、雇用を生んで、税収を生んで、高知
を元気にするんだというアイデアです。
受田　今、「関係人口」という言葉が色んなところで
聞かれるようになってきています。それをどういう
ふうに仕組みとして新たに導入していくか。ダイ
バーシティを増していくような方法を、大都市圏と
地方との間で仕組みとして作っていくというような
形でしょうか。
松田　風の人と水の人と土の人がいるということを
よく言われます。「風の人」というのは地域に新しい
風を起こす人、「水の人」というのは絶えずそこに水
を与えて育てる人、土の人というのは地元の人。人
の流れを起こす「関係人口」というのは、まさに「風
の人」と「水の人」を呼び起こすものだと私は思って
います。

受田　出口さんに伺いたいのは、今のようなダイ
バーシティを増していく取り組みについてどう思わ
れているかということ、そして財政的なところです。
APUで、グローカルな取り組みをどう自立してい
く仕組みにしているのかを聞かせてください。
出口　松田さんの「逆参勤交代」面白いですね。でも
法律で決めて、じゃあやってくれと言われた人が本
当に喜んで逆参勤交代をやるだろうか。法律で決め
るのではなくて、地域が面白い職場や面白い人を生
み出して、逆参勤交代に行きたいというインセン
ティブを与えないと長続きしないという点が多分鍵
だろうと思いました。
　財政については二つお話したいと思います。
　一つは、産学連携は今後どんどん難しくなると自
覚しなければいけないと思います。企業のガバナン
スが進むと、変な話ですが、大学に対する寄付はで
きなくなります。ガバナンスがあまりきちんとして
いなかったから、社長が「自分の母校がこんないい
ことやっているから寄付しよう」ができる。でもガ
バナンスが進んで外部の役員が来たら、「気持ちは
分かります。でも他の株主にどんなメリットがある
んですか」と言われたときに大変難しい。ですから
企業のガバナンスが進んで、企業の統治が進めば進
むほど、簡単にお金は出せなくなるということを理
解しておく必要があると思います。
　もう一つは、大学の資金が一律の配分ではないと
いうこと。５年間こういうことをやりなさいという

（図２）

（図３）
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競争的資金にトライするというのは素晴らしいこと
だと思います。しかし同時に、５年間で本当に地に
着いた基礎研究ができるのかという話もあり、5年
間で任用された教員は３年目には次の就職先を必
死に探し始めるという話もある。もちろんこれは
Run&Testの問題ですけれど、やはり基礎研究につ
いてはもう少し長い期間の資金がいるのではないだ
ろうかという気がしています。
　日本の教育費の負担はOECDの中では下から1番
目から2番目です。「教育費の負担を国がやらない中
で、研究も教育もできるはずがない。もうちょっと
予算を付けてほしい」と言う人がよくいらっしゃい
ます。でも、これは文科省のせいでは全くないと思
います。
　日本はOECD平均から見たら、小負担の国です。
一方の給付ですが、給付の中で一番大きいのは社会
保障費です。33兆円くらいあって、教育費や公共事
業や防衛費は5、6兆円のベースですから桁違いです。

この社会保障費はOECD平均より高い。集めるのは
ちょっとで、たくさん払っている「小負担中給付」（図
４）。これではサスティナブルであるはずがない。
一番の問題は、新しい施策をやる財源がないこと。
20年前30年前の予算と比べると、社会保障費だけが
膨らんでいて、他の政策経費はほとんど増えていま
せん。これは社会保障が悪いわけではありません。
高齢化社会なのでこうなるのは必然です。一番の問
題は、負担と給付のバランスが崩れていること。
　この問題をみんなで解決しなければなりません。
簡単に言えば消費税率をもう少し上げて、早くプラ
イマリーバランスを戻さない限り、新しい施策はで
きません。国全体の財源を考えなければ、教育費だ
けが少ないと言っても問題の解決にならないと思い
ます。

　そういう状況の中で、これから大学の財政を強化
していくために精一杯頑張ろうと思えば、やっぱり
知恵を出すしかありません。知恵というのは、「こ
んなことをやったらこれだけプラスになるから、一
緒にやりましょうよ」と言えること。単に開学何周
年記念といったようなお金の集め方ではなく、これ
からはどういうことをやれば財源になるかを大学自
身が考えていく。と同時に、我々は市民としてこの
負担と給付のアンバランスの問題から逃げては通れ
ないということを意識しておかなければいけないと
思います。
受田　各大学の経営基盤的なところでは、地域貢献
活動をいかに取り組むかに、また発展的に推進して
いく予算を獲得するかに話が終始しがちです。一方
で、OECD諸国との比較において日本の置かれてい
る状況をしっかり理解しつつ、財政の基盤を、プラ
イマリーバランスをどういうふうに担保していく
か、ここも考えないといけない。日本の将来のある
べき姿を、我々自身が知恵を駆使しながら、自らが
当事者として作り上げていくことが求められてい
る、というふうに受け止めました。
　そして今日、知の拠点としてCOCのディスカッ
ションをしていますが、日本のマクロの話をさらに
地域に落とし込んでいっても多分同じこと。つまり、
我々が地域の当事者として地域の未来を作り上げて
いくプレーヤーであるということです。
　プレーヤーたちがお互いにイノベーションを創発
していけるような場を作りながら、ネットワークを
張り巡らせていく。それは縦糸と横糸の織りなしだ
と考えると、恐らく大学の中のプレーヤーは縦、そ
して横が地域のステークホルダー。それを明確に見
えるようにすること。「見える」ということは単なる
アウトプットではなく、アウトカム。我々プレーヤー
も含めて住民が将来への投資としての価値をしっか
り認知することによって、形が徐々に見えてくるよ
うになっていく。そういう全体の知の拠点の中心に
大学はあるのだということ。そこにもっとヘテロな
ダイバーシティを高めていくような様々な仕掛け
を、常識を打破して作るべきというふうに受け止め
させていただきました。

　今日は、長時間にわたり会場の皆さまにお付き合
いいただきましてありがとうございました。そして
密度の濃いディスカッションを提供していただきま
した3人のパネリストの皆さま、そしてコメンテー
ターの出口さん、本当にありがとうございました。

（図４）
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閉会挨拶

高知大学理事（教育・附属学校園担当） 

藤田 尚文 氏

　本日は、本学が主催いたします全国ネットワーク化事業、平成 29 年度 COC/COC ＋全国シ
ンポジウムにご参加くださいましてありがとうございました。
　私は教育担当理事という立場で、もっともっとたくさん地方創生推進士を高知大学から県下
に輩出していかなければならないのですが、プログラムの充実を含めて本学あるいは高知県の
取り組みは学生の姿が見えにくく、まだまだ甘いところがあると感じているところでした。
　今日、出口学長先生のお話を感動しながらお聞きし、非常に簡単な言い方をされていました
が、「面白い」「ワクワク感」がキーワードであると感じました。つまり、大学がいろんな制度
設計をしようとすると、どうやって地方の各ネットワークを結びつけていくかなど、どうして
も制度論を考えることになります。でも最後には、学生であったりシニアであったり、そうい
う人が地方に定着するためには、やはり地方自身にワクワクさせるようなインセンシティブが
なければ、いくら制度を整えても長続きしないのだというお話だったかと思います。
　もう一つのキーワードが多様性で、もっと多様性の高い、とんがった人材を育成・輩出する
ということが地方の活性化に求められているということでした。それは、汎用的スキルを身に
つける、あるいはボランティア活動やインターンシップに従事するといった、今までのなじみ
深い古典的教養論とは少し違う方向性を持ったやり方で、多様な人材を育成しましょうという
ことだと思います。そう考えると、地方に多様性のある、とんがった人材を養成するためには、
大学は今風の教育論をもう一度見つめ直し考えていかなければいけない、と思った次第です。
　先生のお話を踏まえて、大学の取り組みを学生目線で見た時に、あるいはシニア層を呼び込
もうとする時に、地方が魅力的であるかどうかがキーワードなのではないか、我々サイドとい
うよりお客様サイドにワクワク感を持ってもらう取り組みに少しずつシフトしていくことが必
要ではないか、と感じたところです。
　この COC、地方創生の事業は始まって 4、5 年の、まだ緒に就いたところであります。今後
の取り組みの中で、学生諸君がそれぞれの県、地方自治体に就職をしないことには COC ＋の
目的を達成できないわけです。その意味からも、COC ＋事業にもっと学生の姿が見えるような
取り組みになってほしいと思います。本学としても、地域に貢献できる人材を育成し地方創生
推進士を輩出していくためにも、もっと学生の姿が見えるような取り組みの強化が求められて
くるのであろうと考えております。
　最後に、本日の会は基調講演の出口先生、またシンポジストの先生たちの示唆に富む話をい
ただき、いささか手前味噌ではありますが、実り多い会だったかと思います。今一度、感謝の
意を込めて拍手をしたいと思います。どうもありがとうございました。
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分科会

第 2 部
2018年３月3日（土）
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分科会

座長
高知大学地域連携推進センター
副センター長

石塚 悟史 

　文科省と経産省が策定した「産学官連携による共
同研究強化のためのガイドライン」には、大学が
もっと組織的に産学官連携に関わることに対して、
必要経費の確保や大型の共同研究の進め方につい
て記載されています。
　今まで個々で研究してきたことが組織的におこ
なうことで、地域活性化や産業振興などへの貢献
が幅広くなり、効果が大きくなります。そういっ
た期待の中で考えた時に、全教員が関われること
として、「教育」の関わり、また「研究成果」をどう

地域に関わりながら社会実装していくか、大学の
経営資源をどうフル活用するかということが問わ
れています。
　現在、地域連携や産学連携に積極的に関わって
いる教員はおそらく２割くらいだと思います。こ
の部分を大きくしていくことで、より組織的な取
り組みができるようになります。私どものセンター
の約40名の教職員が学内の全教員に対してどのく
らい接点があるのか調査をしたところ、半数くら
いの教職員とはなんらか接点があることがわかり

分科会①　組織的地域連携について

趣旨説明
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ました。しかし、10年前は６割くらいでしたので、
だいぶ減ってきています。大学改革や学部改組、新
規採用や退職など人の入れ替わりがある中でどこ
までフォローできているか、COC事業の関係者の
みなさんはしっかり把握しておく必要があります。
　組織的連携には、地域連携、産学連携の２つが
あります。地域連携については、市町村役場を中
心として地域に接点を持ち、地域政策、防災、教育、
医療、福祉、まちづくり、一次産業、観光など多
岐にわたる領域の課題が生まれてくると思います。
どの教員でも関われる案件がある中で、あとは対
応できる組織、マネジメント体制を強化していか
なければなりません。
　産学連携に関しては、これまで共同研究による
商品開発がメインでありました。組織的な産学連
携を考えると、長期的なロードマップをどう描く
のか、経営戦略のところで経済学の先生がどう関
われるのか、企業内の人材育成にどう貢献できる
のか、さらに学生にとって、大学にとってのメリッ
トとしてのインターンシップでの関わりがありま

す。企業と一緒に考えながら、どう組織的に取り
組んでいくのか、連携の形は多岐にわたります。
　昨日のシンポジウムでも話題が出たように、大
学は18歳から22歳の学生を対象とするだけではな
く、0歳から100歳まで全世代に対して、大学がど
ういった取り組みをしていくのかが問われていま
す。例えば、病児保育、小中学校教育、高大連携、
大学卒業後の産業人材の育成。昨日は定年がなく
なるという話も出ましたが、そういうリタイア層
に対して人生を考えるための教育の場を提供する
ことも可能でしょう。CCRCの取り組みや生涯学
習、スポーツも全世代に関わっていることだと思
います。大学の経営資源から考えると、全世代に
接点をもっている中で、誰がどのように進めるの
かが重要だろうと考えています。
　これから紹介いただく13大学の取り組みは、こ
れらのどこかに触れると思います。みなさんの報
告を参考にして、大学全体の取り組みにつながる
ような分科会にしたいと思います。

富山大学 岐阜大学

参加大学からの発表スライド（発表順）

静岡大学 和歌山大学

分科会 ①
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鳥取大学

愛媛大学

兵庫県立大学

香川大学

高知大学

千葉大学

熊本大学 大分大学
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四国大学

分科会 ①
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分科会

座長
高知大学地域連携推進センター
特任准教授

川竹 大輔 

　分科会２は、北海道から沖縄まで42都道府県か
ら100名以上のみなさんに参加申し込みをいただき
ました。私は新聞記者や市議会議員、県知事秘書、
NPO事務局や経営者団体などを経て高知大学に着
任しました。高知出身ですが県外へ進学し、29歳
で故郷に戻りました。補佐は高知大学のユニバー
シティ・ブロック・コーディネーター（UBC）と
して高知県の嶺北地方を担当しています梶英樹特
任助教です。
　この分科会では「学生の地元定着について」を

テーマに、北から順番に、25大学のみなさんにプ
レゼンを発表していただきます。
　現在、全国的な人手不足により就活生の売り手
市場が続く中、これまで地方大学生の採用に積極
的ではなかった首都圏の企業も地方大学生の採用
に向けて動いている傾向があります。学生の地元
定着が困難な状況が続く中、COC+において一層
の実効的かつ戦略的な取組が求められています。
そこで、各大学が取り組む「学生の地元定着」に資
する特徴的な事例について、参加者同士の情報共

分科会②　学生の地元定着について

趣旨説明
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有と意見交換を行いたいと思います。
　各大学にそれぞれ特徴的な事例がありますので、
模倣できるものはまねして、自らの地域や大学で
実施できないだろうかと考えながら聞いていただ
ければと思います。先日、北九州市立大で開催さ
れた事業報告会に参加し、昨年の本シンポジウム
で学んだ他地域の事例を基調講演で発表されてい
ました。今日のこの場をそんなように活用してい
ただければと思っています。

　当初の予定では全員発表していただいた後に意
見交換としておりましたが、全体を３つのクール
に分けて発表していただき、８つの大学が発表さ
れた後に質問を頂くという形で進めたいと考えて
おります。みなさんの発表の後、議論や指摘があっ
てまだ時間が残るようでしたら、いくつかに絞っ
て議論ができればと考えております。本日はよろ
しくお願いいたします。

参加大学からの発表スライド（発表順）
岩手大学 山形大学

東北公益文科大学

茨城大学

福島大学

宇都宮大学

分科会 ②
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富山大学

静岡大学

奈良女子大学

岐阜大学

三重大学

和歌山大学

滋賀県立大学 兵庫県立大学
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鳥取大学

香川大学

大分大学

山口大学

高知大学

千葉大学

北九州市立大学 佐賀大学

分科会 ②
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愛媛大学
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分科会

座長
高知大学地域連携推進センター准教授

吉用 武史 

　この分科会３は、「地域における雇用の創出につ
いて」をテーマに掲げています。ここに括弧書きで

「魅力ある雇用の創出」と付け加えているところを
汲み置きいただければと思います。というのも高
知県は「おおむね完全雇用の状態にある」と日本銀
行高知支店の発表があり、求職者の売り手市場に
あります。そういった中で単に雇用を作ればいい
という状況ではなく、人を呼び込む魅力ある仕事、
雇用を作らなくてはいけない。それが今の状況で
はないかと思っています。

　では、「魅力」とは具体的にはどういったことな
のか、見方や捉え方など色々ある中であえて基準
などは設けず、様々な魅力をどのような取り組み
によって実現されているのかについてお話いただ
ければと思っております。例えば一次産業では、
何かを作ってJAに卸すことだけではなく６次産業
化への取り組み、あるいは自分で顧客を見つけそ
の顧客が欲しいものをダイレクトに作って届ける
といった仕事もあろうかと思います。
　最近では、中山間地域のコミュニティビジネス

分科会③　地域における雇用の創出について

趣旨説明
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も非常に重要です。一人役分の収益をあげること
はなかなか難しいかもしれないですが、複数の収
益を確保することによって連結決算で黒字経営を
生み出す、そういった取り組みを島根県の中山間
地域研究センターの藤山先生も提唱しておられま
すし、様々な働き方が今後求められていく時代に
なってきたかと思います。
　そういった中でCOC＋において雇用の創出の数
値目標の達成に対して取り組んでいる状況の中で、
どのように魅力を作れるのか、そういったところ
を分科会における論点にしたいと思っております。

　今日配布した資料は、合計で11枚あると思いま
す。スライドを投影しますので、どのようなこと
をしていらっしゃるのかに加え、現在どういった
状況なのか、あるいは個人的な所見でも構いませ
ん、お感じになられた部分、考えた部分、なんで
もお話の中に付け加えていただき、5分から10分で
発表してくださればと思います。そこに、質疑応
答の時間を設けたいと思います。また、私が感じ
たところ、突っ込みたいところを質問しようと思
います。会場のみなさんにも振りますので、おひ
とり１つは質問してくださるとうれしいです。

参加大学からの発表スライド（発表順）

山形大学 富山大学

岐阜大学 三重大学
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和歌山大学

高知大学

茨城大学

香川大学

佐賀大学

大分大学 新潟大学

分科会 ③
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　分科会１では、組織的地域連携をテーマに、組
織的に、どのように継続的にやっていくのかをテー
マに、13事例を共有してもらい情報交換をしまし
た。
　大学が持つ経営資源は教育や人材育成であり、
さらに研究をいかに地域とつなげていくのか、と
いう視点で考える必要があると思います。
　地域連携を進める上で、市町村や住民の方、企

座長
高知大学地域連携推進センター
副センター長

石塚 悟史 

業の方と、そこに関わる地域政策や防災、一次産業、
観光など、多くの教員がなんらかの形で接点を持っ
ていて、それをどう展開していくのかという視点
があります。産学連携では、企業との個別の商品
開発だけでなく、長期的な経営戦略や、産業人材
育成、インターンシップなどを組織的にどう連携
するのか、そういう視点で組織的連携を考える必
要があります。昨日の基調講演で話題に出たよう

分科会①　組織的地域連携について

分科会

分科会報告
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　分科会２では、北から南まで25大学に発表いた
だきました。２分間という短い時間の発表ではあ
りましたが、それぞれ特色のある取り組みを簡潔
に発表いただきましてありがとうございました。
全体を３つのクールに分けて発表しまして、発表
の後に質疑応答をして、議論をかけていきました。
例えば、愛媛大学は校友会で800万円の奨学金を出
して地元定着を促していて、これからもそれを継
続していくという報告がありました。
　今回のCOC＋は最終的に地元就職率の10ポイン
トアップを目標に掲げられていますが、発表の後、

「達成されているところがありますか」と問いかけ
手を挙げていただくと、100名近い中に１人いらっ
しゃいました。どうやってますかとお聞きすると、
地域を知るインターンシップをするという、この
事業の王道ともいえる取り組みで定石を打って達
成されていて、それがわかったことは収穫だった

座長
高知大学地域連携推進センター
特任准教授

川竹 大輔  

と思います。
　その後、各大学でどんな課題を持って、どうし
ているのか情報を共有しましょうと呼びかけをし
たところ、学生を集めることに対して非常に悪戦
苦闘しているというお話がありました。それにつ
いては授業の一環として初年次から取り組んでい
るなどという発表もありました。また、学生自身
の起業マインドをどう高めていくかとか、地元の
保護者に対してどうアプローチをしているか、と
いう質問があったり、あるいは他県に行くことで
自分のいる地域のよさを感じることがあるがその
中でどうやってますか、という質問もあり、みな
さん手を挙げていただいたりしながら、それぞれ
情報を共有し合いました。先週、北九州市立大学
にお伺いしたときに、昨年のこのシンポジウムの
中で福島大学のキャリアサポートに対する取り組
みを学ばれたということを事業報告会での基調講

分科会②　学生の地元定着について

に、大学は0歳から100歳までの全世代と接点があ
るわけで、組織的な対応をする時にどういうプロ
グラムやメニューを提供できるか、それを運営す
るために、誰が、何を、どのように進めるのか、
ということを意識しなければいけないと思います。
　各大学のみなさんからは、それぞれの視点で事
例をお話いただきました。富山大学は産業人材の
育成をどのように教育に活かすのかという取り組
み、熊本大学からは学生による高校生への講義を
おこなう移動大学の取り組みがありました。
　産学連携としては、千葉大学が学内にコンサル
ティング会社を立ち上げ、外部との地域連携を進
めて学内で関係を築くという、チャレンジングな
報告がありました。静岡大学では、イノベーショ

ン社会連携機構が立ち上がり、28社のベンチャー
企業が生まれています。
　組織体制については、岐阜大学がおこなう自治
体や企業職員の大学派遣や組織人材交流の取り組
み、香川大学では産学官連携統括本部が２組織を
統括することで窓口を一本化して組織的に対応す
るといったお話が印象的でした。自治体と協定を
結ぶ大学が多い中、結ぶことが目的ではなく、連
携することでなにをするのか、誰が、なにを、ど
のように、を明確にしてやっていくことで組織的
連携は発展していくのではないかと思います。
　このように分科会１では組織的な連携について
たくさんの事例をご紹介いただきました。ほんと
うにありがとうございました。
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　分科会３は、「地域における雇用の創出について」
というテーマで11事例の報告がありました。現在
よく言われる求職者の売り手市場という状況の中
で、どうやって学生に地元で働いてもらうために
魅力のある雇用を作っていくか、そのためにどの
ような取り組みをされているのか、各大学から発
表がありました。
　大きく分けていくつかの手段がありました。１
つは、共同研究や第二創業支援がありました。共
同研究を目指した取り組みが数ある中で、岐阜大
学は校内に県の研究施設を置いて産官学共同研究
実施のための環境整備をしているというお話があ
りました。そこに至るまでに実務的なハードルも
多々あったでしょうが、実際に実現しておられま
す。また、競争的資金によって企業に設備導入を
促して企業の経営体質の改善につなげたり、企業
が下請けからメーカーに育つための支援をしてい
る大学もありました。
　もう１つは、大学の内部に対する雇用創出のた
めの取り組みです。学生への起業の取り組みをさ
れている大学もあり、リスクの高い起業を学生の
うちからさせるものではない、ということは共通
していました。その点で、和歌山大学では「試業」

座長
高知大学地域連携推進センター准教授

吉用 武史 

という学生がチャレンジするための支援をしてい
ました。また、本学では起業家精神を醸成するプ
ログラムとして「起業部」を作って学生が起業を考
える機会を作っています。
　そしてもう１つ、人材育成を通じた雇用創出が
あります。人材育成というと、学生のことを思い
浮かべるかもしれないですが、企業の人材育成と
いう視点も多かったように思います。例えば、三
重大学は大学院にイノベーション学研究科があり、
やる気のある社長さんに院生として入ってもらい、
学生と共に大学院で研究する。そこで、人材育成
を通じた企業における雇用創出につなげていくと
いうものがありました。香川大学は源内ものづく
り塾という共同研究を志向した取り組みがあり、
他にもダイバーシティ経営を促すようなプログラ
ムを作っている大学もありました。
　このような取り組みを通じて、できるだけ魅力
的な仕事を地域につくっていく、それがCOC＋大
学に求められているものであると思います。そこ
に各大学が誠心誠意取り組んでいるということを
確認できた分科会でした。ありがとうございまし
た。

分科会③　地域における雇用の創出について

演テーマで報告されていました。そういった形で
全国のCOC＋で取り組む「学生の地元定着」につい
て、みなさんが認識を共有して、自分たちの気づ
きを促していくということになったのではと振り
返っています。
　議論のポイントとしては、地元の高校生がどう
地元の大学に入っていくのか、地元の高校生にど

う魅力を伝えていくのかという点があり、富山大
学が魚津市と一緒に行なっている取り組みをご紹
介いただきました。COC＋担当部署と就職支援の
担当部署との関係性という議論も残ったところが
ありましたけど、みなさんの気づきを深めながら
分科会で学ぶことができました。ありがとうござ
いました。
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閉会挨拶

　本シンポジウムは４回目の高知で開催となりました。昨日の午後から今日の午前中にいたるまで、
こんなに熱心にご参加いただけるシンポジウムは記憶にありません。みなさんの熱意あふれる取り
組みをご披露いただき、これが今、日本の大学に求められている重要な柱の一つになるだろうとい
うことを改めて思わされました。
　分科会１の「組織的地域連携について」は「大学がどれだけの覚悟をしているか」が最も重要な
ポイントであると思いました。私は高知大学の理事として総務と国際の担当をしていたのですが、
COC 事業が始まると自らの役割に「地域」も加わりました。その時から「COC 事業がコケたら大
学もコケる」というくらいの覚悟で取り組んできました。その後、高知大学の取り組みが地域に浸
透し、高知県全体で様々なひと・もの・かねが動き始めています。大学も覚悟し、地域も覚悟を決
め、一緒にやらないと高知県にとっての損失となるという意識を持っています。
　分科会２の「学生の地元定着について」ですが、各地の取り組みには個性があり、全てを実践す
ることはできませんから、どれが当該地域に最も適したやり方かを見つけ、最終的に光るべきポイ
ントを固めるのがいいのではないかと思います。そのためには、大学の執行部のサポートが欠かせ
ません。みなさん、大学にお帰りになりましたら、執行部の協力は必要不可欠とお伝えください。
　分科会３の「地域における雇用の創出について」では、COC＋事業の成功そのものが目的ではな
く、「うちの地域にこの大学がなくなると困る」という思いを強く持ってもらうためのプロセスが
大事です。この 5 年間で地元就職率 10 ポイントアップという目標の達成は厳しくとも、その先に
必ずつながり、芽が出ていきます。きっと学生にとっても役に立つ取り組みになっていくものと思
います。
　私は４月から高知大学の学長になります。希望創発センターと次世代地域創造センターを両輪に、
地域にどっぷりつかるためのプランや取り組む姿勢を見せていきます。地域協働学部は、個人の教
員ベースではなく、大学が責任を持ちつつ継続的に取り組んでゆく教育組織です。次世代地域創造
センターは地域の知のプラットホームとなり、ある意味、大学と地域の境目が分からなくなるとい
うことを目指しています。また、４月から正式に立ち上がる希望創発センターは、企業から人材を
派遣してもらい、学生・企業・教員が３者で、これからどういった IOT が求められるのか、ビジョ
ンがいるのかなどを共有し、３者が WinWin になるための仕組みです。この３つが高知大学の駆動
輪になり地域の大学の一等賞を目指すというスローガンで、４月からの新しい時を過ごそうと思っ
ています。
　みなさまも大学からの力強いサポートをもらい、体制を作り、取り組みを続けていってください。
　今日はどうもありがとうございました。

高知大学理事（総務・国際・地域担当） 

櫻井 克年 氏
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